様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日 2024年 2月5日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃおーいーしー
一般事業主の氏名又は名称　株式会社オーイーシー
（ふりがな）かとう　たけし   
（法人の場合）代表者の氏名　加藤　健　印   
住所　〒870-0037
大分県大分市東春日町17番57号　ソフトパーク内
法人番号　4320001000673
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期経営計画(2021年4月～2024年3月)

	公表日
	2021年11月15日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表https://www.oec.co.jp/dx/img/plan.pdf
１）トップメッセージ（P1）
２）我々を取り巻く環境と取り組み（P4）
３）基本テーマ（P5）
４）基本方針（P6-8）
５）(参考)２つのモード（P15）

	記載内容抜粋
	１）トップメッセージ
・デジタル技術の活用、ＤＸがかつてないスピードで進む時代に、当社が成長していくために、業務プロセスや組織、企業文化・風土を変革していきます。
・新規ＤＸ事業の創出、収益性強化、様々なプロセスの標準化・効率化、人事制度や働く環境の見直しまで、経営・現場の重要課題解決をお客様や社員の声を取り入れながら、取り組んでいきます。
・お客様のＤＸパートナーとして、デジタルテクノロジーを活用した社会課題の解決に貢献していきます。
２）我々を取り巻く環境と取り組み
当社を取り巻く様々な環境の変化から、デジタル化を加速し、技術革新、多様性重視、働き方改革について、取り組むことが必要不可欠と捉えています。これからは､ＩＴメーカーやパートナー企業との共創促進、海外企業との連携強化等、新たなビジネスモデルの構築を目指した取り組みを行っていきます。
３）基本テーマ
「Co-Creation inspire～次世代の創出を共にめざして～」を基本テーマとし、多様な立場の人たちやステークホルダーと対話しながら新しい価値を生み出し、自身の行動や思想を変化させていきます。
４）基本方針
コアビジネスとＤＸビジネスによる相乗効果をもたらす事業を推進していきます。また、ＩｏＴ、ＡＩ、セキュリティ、データサイエンス等のＩＴスペシャリストの人財を育成していきます。
５）(参考)２つのモード
・１Ｆは、コアビジネスとなります。従来型の拡張性、効率性、安全性、正確性を重視する「ＳｏＲ、守りのＩＴ」システム群となります。
・２Ｆは、ＤＸビジネスとなります。不連続的で俊敏性、スピードを重視する「ＳｏＥ、攻めのＩＴ」システム群を加えます。１Ｆのコアビジネスと相乗効果をもたらす取り組みを求めていきます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本公表内容は、取締役会で承認された方針に基づき作成された内容であり、公開文書に記載されている事項となります。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	１）株式会社オーイーシー　ＤＸ推進の取組みについて２）株式会社オーイーシー　ＯＥＣのＤＸ推進指標　　３）新社屋ブランドサイト

	公表日
	１）2024年1月19日　　　　　　　　　　　　　　　　　２）2021年11月15日　　　　　　　　　　　　　　　　３）2023年11月22日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ
１）https://www.oec.co.jp/dx/img/torikumi_2024.pdf　　①ＯＥＣが取り組む「ＤＸの３つの領域」（P3）　②ＯＥＣのＤＸ推進の取組み事例（P6～21）　　　③ＯＥＣの「ＤＸの定義」（P4）
２）https://www.oec.co.jp/dx/　　　　　　　　　　　当社ホームページ＞ＯＥＣのＤＸ推進指標
３）https://playfield.info/　　　　　　　　　　　　新社屋ブランドサイト

	記載内容抜粋
	①ＯＥＣが取り組む「ＤＸの３つの領域」
1. 社内ＤＸ（業務効率化、生産性向上）　　　　　　2. 社外ＤＸ（お客様に対する新たな価値提供）　　 3. 全社ＤＸ（経営、組織の変革）
②ＯＥＣのＤＸ推進の取組み事例
【2021年】
1. リモート観光提供ソリューション「ぷらっとワープ」を正式発表
2. ドローン講習オンライン実技テストシステム「ＤＲＯＴＳ」を提供開始
3. 地域特性・拡張性を考慮した無人航空機運航管理システムの実証事業を実施
4. 株式会社大分銀行と「ＤＸを活用した地域創生に関する包括連携協定」を締結
5. 遠隔診療×ドローン物流社会実装モデル構築の実証事業を実施
【2022年】
1. ビッグデータ活用実証実験事業における飲食店のＱＲコード設置による行動変化調査を実施
2. 大分市プレミアム付商品券事業における「デジタル商品券　発行スキーム」が採択
3. 大分銀行日岡支店に開設されたコワーキングスペース「ビジカム」に当社ＤＸ人財が常駐
【2023年】
1. 「ドローン物流地域実装モデル構築推進事業（大分県ドローンデリバリー実証実験）」を実施
2. なかつ情報通信開発センター株式会社と業務提携契約を締結
3. 森林ネットおおいた、株式会社ＴＮＣと共同開発中の「森林資源量測定サービス」の実証実験を実施
4. 株式会社ウフルと業務提携契約を締結
5. 災害時におけるドローン物流の公開訓練を実施
6. 大分大学 減災・復興デザイン教育研究センター様向けに自律型ドローン運用システムを導入
7. 「国際モダンホスピタルショウ２０２３」にて出展
8. 立命館アジア太平洋大学（ＡＰＵ）にオンライン試験システム「スマート入試」を導入
9. 経済産業省、国土交通省、長崎県主催「第２回ドローンサミット」へ出展
10. 別府市プレミアム付商品券事業における「デジタル商品券　発行スキーム」が採択
11. 「大分県令和５年度アバター戦略推進加速化事業プロジェクト」の認定を受け実証実験を開始
12. 大分大学経済学部にて、当社社長が講師を務める
13.「ドローンフェスティバル２０２４in杵築」を開催
14. 世田谷区職員様にデザイン思考研修を実施
③「ＤＸの定義」
データやデジタル技術を活用した、新たな製品・サービスの提供による課題解決や成長支援を行うことで、持続的な成長と収益の拡大を実現することとしています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本公表内容は、取締役会で承認された方針に基づき作成された内容であり、公開文書に記載されている事項となります。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	１）当社ホームページ＞ＤＸ推進の取組について＞       組織体制(P5)　https://www.oec.co.jp/dx/img/torikumi_2024.pdf
２）当社ホームページ＞ＯＥＣのＤＸ推進指標　https://www.oec.co.jp/dx/

	記載内容抜粋
	１）当社のＤＸ戦略を加速させるため、代表取締役社長をＣＤＸＯ（最高ＤＸ責任者）とし、ＤＸ推進体制を公表しています。経営戦略室、コーポレート部門、ＤＸＬａｂ、ＤＸリーダーが連携してＤＸＷＧを構成し、社内外のＤＸを推進しています。
２）2023年度ＤＸ関連(Ｇ検定､Ｅ資格等)の資格取得者数　　　１２５名/５００名
（全社員のうち資格取得者数の割合目標２５％)



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	１）新社屋ブランドサイト　　　https://playfield.info/
２）当社ホームページ＞ＤＸ推進の取組について＞　　ＯＥＣのＤＸ推進の取組み事例(P14)　https://www.oec.co.jp/dx/img/torikumi_2024.pdf

	記載内容抜粋
	１）新社屋は空間が多いレイアウトとし、新しいアイデアの創出や、様々なイベントを実施してＤＸを社内外に発信する事ができるようになっています。
・会長挨拶より
持続的な経済成長やイノベーションの実現に向けて、データサイエンスやＩｏＴ、ＡＩ等の先端技術の社会実装によるＤＸを更に推進し、喫緊の課題であります高度情報専門人材の育成やデジタル化の進展に必要なリスキリング等にも取り組んでまいります。
・建設の目的の一つ：事務局インタビューより
ＤＸの推進（創造的アイデアを生むオフィス空間、柔軟な働き方の対応、ＤＸ推進の情報発信拠点など）
２）次のツール・機器の利用や検証により、社内ＤＸの環境整備を推進しています。
ＲＰＡ、生成ＡＩサービス、ＧｉｔＨｕｂ、リファラル採用ツール、受取請求書電子化システム、チャットボット、Ｗｅｂ会議ツール、ビジネスチャットツール、オンラインデータベース



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ＯＥＣのＤＸ推進指標

	公表日
	2021年11月15日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表・ＯＥＣのＤＸ推進指標　https://www.oec.co.jp/dx/#anc02

	記載内容抜粋
	１）売上高、コアビジネスを強化しながらＤＸビジネスの割合を拡大・成長させます。
2023年度　売上目標１３０億円　　　　　　　　　　デジタルサービスの売上割合目標１０％（１３億円)
２）ＤＸ人材を育成します。
2023年度ＤＸ関連(Ｇ検定､Ｅ資格等)の資格取得者数　　　１２５名/５００名
（全社員のうち資格取得者数の割合目標２５％)
３）全社業務の電子化を推進し、ペーパレス化、オンライン化を目指します。
2023年度　業務プロセスのデジタル化率７７％



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	１）2021年11月15日　　　　　　　　　　　　　　　　２）2024年1月19日　　　　　　　　　　　　　　　　　３）2023年10月12日

	発信方法
	１）当社ホームページ「ＯＥＣソリューションＰＲ動画｣https://www.oec.co.jp/dx/movie.html　　　　　　→動画の 0分34秒から実行執行総括責任者（当社社長：ＣＤＸＯ）が出演してメッセージを発信
２）当社ホームページ＞ＤＸ推進の取組について＞　https://www.oec.co.jp/dx/img/torikumi_2024.pdf　→当資料は社長名義で公開、P6～13「これまでの取組み」に掲載
３）当社ホームページ「新着情報」　https://www.oec.co.jp/news/detail.html?id=1146　→「BUSINESS+REPORT+2022.4→2023.3」をクリック→P1～5にトップメッセージを掲載

	発信内容
	１）当社ホームページ「ＯＥＣソリューションＰＲ動画」では、様々な問題を解決していく新しいＤＸソリューションとして、ＡＩ、ＩｏＴ、５Ｇ、ドロ－ン、宇宙ビジネスについての取組を発信。
２）社外とのＤＸ関連の新着情報が2021年５件、2022年３件、2023年１４件あり、それらを当社ホームページに掲載。
３）事業報告書（BUSINESS REPORT）を当社ホームページに掲載。中期経営計画の概要、ＤＸビジネスへの取組を含む社長メッセージ、ＤＸ推進体制・全社ＤＸの状況等を発信。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	[bookmark: _GoBack]2023年12月（2023年度実施済み）

	実施内容
	経済産業省「ＤＸ推進指標」による自己診断を行い、入力サイトから「ＤＸ推進指標自己診断フォーマットｖｅｒ２．３」を提出しました。
自己診断は毎年実施し、引き続きＤＸ推進に取り組んでいきます。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	常時（内部監査及び外部審査は随時）

	実施内容
	１）情報セキュリティに関する対策や運用ついては、毎年、社内の内部監査及び外部審査機関による外部審査を実施し、その結果をもって経営者によるレビューを実施しています。また、当社ホームページ「弊社の情報セキュリティへの取り組みについて」を公表しています。https://www.oec.co.jp/csr/security.html
２）ＩＳＯ２７００１、ＩＳＯ２７０１７の認証を取得し、その活動に取り組んでいます。https://www.oec.co.jp/company/entitlement.html
３）情報セキュリティ関連の資格取得者の人数を、当社ホームページ「スキル」で公表しています。　　　　　　・情報処理安全確保支援士試験合格　　　３１名　・情報セキュリティスペシャリスト　　　２１名　・情報セキュリティアドミニストレータ　　８名　・情報セキュリティマネジメント　　　　７７名　https://www.oec.co.jp/company/executive_fellow.html



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

